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研究成果の概要（和文）：　平成の合併以降、自治体内分権機能としての地域自治組織が条例等を根拠に数多く
形成され、全基礎自治体の約4割に達している。
　本研究では、日本における地域自治組織の形成過程を考察し、各種事例を通してその現状と課題を明らかにし
た。また、全国の基礎自治体に対してアンケート調査を実施し、地域自治組織の形成理由、課題、将来展望に関
して分析を行った。その結果、設置目的や活性化に関する要因等を明らかにすることができた。
　一方、自治会町内会の加入率が全国的に低下している中で、地域自治組織の今後の活動内容や組織ガバナンス
の在り方が問われている。

研究成果の概要（英文）：Since the mergers of Heisei era (1989) , a number of local self-governing 
organizations have been formed as a decentralization device within local authorities, and about 40% 
of all basic municipalities have formed organizations centered on elementary school districts. In 
addition, the formation of local self-governing bodies has been progressing even in areas that did 
not undergo the Heisei merger. In this study, we examined the formation process of local 
self-governing bodies in Japan, and clarified their current status and issues through various case 
studies. In addition, a questionnaire survey was conducted on municipalities throughout Japan to 
analyze the reasons for the formation of local self-governing bodies, the challenges they face, and 
their future prospects. As a result, we were able to clarify to a certain extent the purpose of the 
establishment and the factors related to the revitalization.

研究分野： 地方自治論

キーワード： 住民自治　協議機能　フリーライド　民主的正統性　自治会町内会　アソシエーション　アカウンタビ
リティ　協働

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　地域自治組織に関して、先行研究と事例調査を通じて研究者間で分析を行った。さらに、先行研究では必ずし
も明らかになっていない地域自治組織の全体像に関して、全国基礎自治体へのアンケート調査を行うことによ
り、①その活動実態、②設置目的、③活性化の要因、④既存自治会との関係等を明らかにした。
　地域自治組織に関しては、民主的正統性、自治体との参加・協働の度合い、既存地縁組織である自治会町内会
との関係などの課題を有しており、これらの論点に関して分析を行った。
　以上から、自治体内分権そして、その装置としての地域自治組織に関して、本分野の研究や政策に、一定のイ
ンプリケーションを与えることができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 平成の合併においては、住民の声が役所に届きにくくなるなどの弊害が指摘された。政府は地
方自治法を改正し、2004 年には地域自治区制度が発足した。また、基礎自治体では、自治体の
区域内に多様な主体からなる地域自治組織を条例等に基づいて形成する動きが合併を契機とし
て活性化している。これは、合併した自治体のみならず、非合併自治体を含め、現在においては、
全自治体の約 4 割が設置しているのが現状である。本研究では、伝統的地縁組織である町内会
自治会との関係、議会との関係などに焦点を当て、基礎自治体にこのような動きが発生している
要因や、それがどのように地域自治に反映されているのかを明らかにする。 
 
２．研究の目的 
 
 全国の自治体でもはや標準装備ともなっている地域自治組織に関しては、従来多くの事例研
究がなされてきた。しかし、全国的なマクロレベルで把握が十分になされているとはいいがたい。
このため、現地での調査、有識者を交えた研究会を通して、その実態を把握するとともに、全国
の基礎自治体に対してアンケート調査を実施した。これらをもとに、地域自治組織の設置の要因
分析、設置後の活動内容に影響を与えている事象、自治体の意思決定への参加度やサービス供給
における協働の度合い、他の分野別組織との関係性について明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 
量的調査と質的調査、文献調査を交えて研究を実施した。質的調査においては、条例設置の代

表的な自治体に対してヒアリング調査を行うとともに、研究会を組織し、定期的に有識者とのデ
ィスカッションを行った。また、全国の基礎自治体に対して、地域自治組織の実態に関するアン
ケート調査を行い、その中で、伝統的な地縁型住民組織である自治会町内会の活動や課題に関し
ても調査した。全体の有効回答率は 54％であった。 
  
４．研究成果 
 
 平成の合併を契機として、2003 年の第 27 次地方制度調査会では、自治体内分権機構としての
地域自治組織が議論され、2004 年の地方自治法の改正により、地域自治区制度が発足した。し
かし、2020 年現在、この制度を導入している自治体はわずかにとどまっている。その代わり、
自治体独自の条例や要綱によって地域自治組織が形成されていることが明らかとなった。また、
地域自治組織に関しては、事例調査は多くなされているものの、計量的な調査は学術レベルでは
ほとんど行われていない。その意味でも、地域自治組織の実態を明らかにするうえで一定の意義
があったと考えられる。 
 
（1） 地域自治組織の設立理由 

地域自治組織は、おおむね小学校区単位で設置されている。これは、見守り活動、防災・
防犯活動などを行う場合、徒歩圏内であることが必要なこと、さらに、このレベルにＰ
ＴＡ、婦人会、老人会などの組織が存在するからである。設立目的としては、住民のま
ちづくりにおける主体性の確保や住民ニーズの反映、といった項目が上位を占めており、
自治体の財源不足による住民組織へのサービスのアウトソーシングといった項目の割
合は低かった。また、中山間地域や過疎地域を中心として、地域の活性化のために設置
することを示す割合が見られ、地方創生政策で進められている地域運営組織の議論とパ
ラレルのものと思われる。さらに、合併自治体の方が設置率は相対的に高いが非合併自
治体においても、かなりの割合が設置しており、おおむね、昭和の合併前の自治体の範
囲を区域として設置が進んでいることがわかる。地域自治組織を設置しない理由として
は、小規模自治体においては、小学校区といったレベルに地域自治組織を設置する必要
性が乏しいこと、さらに、自治体の規模が大きくても、自治会町内会体制やそれと自治
体の関係性が良好なところで充実していることが、地域自治組織を設置する必要がない
理由としてあげられている。 
 

（2） 地域自治組織の活性度 
本研究では、地域自治組織の活性度について、その要因を分析した。アンケート調査か
らは、①拠点施設、②コミュニティ担当職員、③一括交付金、④事務局の存在との間で
高い相関がみられた。また、ヒアリング調査からは、従来からの伝統的地縁組織の長を
充て職で理事にするだけではなく、個人がボランタリーにかかわるといった住民の自主
性とそれを許容する柔軟さが、活性化している組織に多くみられた。 



 
（3） 地域自治組織と自治会町内会 

近年、自治会町内会の加入率が低下し、住民との間で訴訟も頻発しているのが現状であ
る。多くの自治体にとっては地域自治組織の中心的な組織は自治会町内会である。この
点、自治会町内会の活性化度と地域自治組織の活性化度には有意な相関がみられた。 
 今後、自治会町内会の組織率がさらに低下することが予想される中で、全戸加入制を
前提とした自治会町内会に依存しない組織の在り方も検討する必要性が出てきている。
地域自治組織を住民組織として見る場合には、欧米にみられるように、加入は任意で、
自発性に基づいて形成された地域の中の１つの組織を自治体が認定する方法、まちづく
り会社(TMO)などのエリアマネジメント組織を認定していく方法、基本的な住民サービ
スは行政が責任をもって行い、地域にとってのプラスアルファの活動をＮＰＯなどのア
ソシエーション原理に基づく組織が担っていくという方向性などを検討していく必要
があるだろう。 
 
 

 
 

 
 

 

Q17 （n=372）

地域自治組織の活動は、設置してから活発になってきているか 回答数 比率

1. 活動が全体的に活発になってきている 90 24.2%

2. 活動が全体的に低調になってきている 46 12.4%

3. 活動が活発になっている地域と低調になっている地域が混 179 48.1%

4. 活動に特に変化はない 55 14.8%

5. その他 2 0.5%
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